
個別事業の評価概要

財源
２０年度
執行額

累計執行額
(事業期間)

１－１．ナショナルプロジェクト
ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス

福祉機器情報収集・分析・提供事業 交付金
福祉用具法に基づき、民間による福祉機

器の実用化のための研究開発を促進する。

①ニーズ調査分析及び福祉機器
の実用化のための研究開発を促
進するための調査等
②福祉機器調査

①福祉用具機器に係るニーズ・シー
ズ調査及び福祉機器の実用化のた
めの研究開発を促進するための調
査等の適切な対象テーマの設定及
びその実施
②展示会等の開催場所及び来場者
数 : 合計４箇所、２７万人程度

０.２億円
６.４億円
（H5-20）

［○必要性］
福祉用具事業者は、中小企業者が多く、個々が独自に

市場ニーズ等の調査を行うことは困難であるため、調査
結果に関する情報提供の必要性は高い。
［○有効性］

事業成果は福祉用具実用化開発開発推進事業の採択
基準に利用可能、及び、福祉用具事業者のビジネスチャ
ンスの提供に寄与。

［継続実施］
福祉用具産業は発展途上段階（今後、高齢化に伴う市

場拡大）であり、今後も調査・展示会とも継続していく。
－

年度評価：内部評価
中間評価：内部評価

22年度
（中間）

■福祉用具法：民間に
よる福祉機器の実用化
のための研究開発を促
進

機械システム技術
推進部

環
境

代替フロン等３ガスの排出抑制設備の開
発・実用化支援事業

補助金

代替フロン等３ガスを使用する全ての分
野・業種を対象に、排出抑制設備の導入・
適用等に係る技術開発事業に対して助成
し、その実用化を図る。

代替フロン等３ガスの削減技術
や代替技術及びＣＦＣ・ＨＣＦＣの
代替として３ガスを使用しない設
備の導入・技術開発等に対する助
成

京都議定書の第１約束期間におけ
る代替フロン等３ガスのＣＯ2換算値
による累積排出量（含省エネ効果
量）

２８.６億円
４０.４億円
（H18-20）

［○必要性］
京都議定書目標達成計画において、代替フロン等３ガス

についての追加対策の実施が求められており、さらなる代
替フロン物質の開発と設備導入・実用化推進が必要。
［○有効性］

新たに、３４件の研究開発テーマにおいて、設備導入・
実用化を完了し 京都議定書の排出削減目標の達成に

［事業の見直し］
21年度終了時には、京都議定書の第１約束期間が残り

３年間のみとなることから、最大2/3としていた補助率を
1/2に引き下げる等の見直しを行う。

－
年度評価：内部評価
事後評価：外部評価

23年度
（事後）

■京都議定書：第一約
束期間（2008ｰ2012）に
おける約束（ ▲６％削
減）達成

環境技術開発部

産
業
技
術
開
発
関
連
業
務

担当部
事業目的 事業内容

モニタリング指標
*（　）内は目標値

事業規模

主な評価結果 今後の改善
改善の
実施方
法（注）

事業分野／事業名

事業概要 評価結果

評価方法
中間評価・事
後評価の時期

(参考）
関連する政府目標

実用化を完了し、京都議定書の排出削減目標の達成に
貢献。

１－２．産業技術人材養成の推進

ＮＥＤＯプロジェクトを核とした人材育成、産
学連携等の総合的展開

交付金
将来の先端分野と融合分野の技術を支え

る人材の育成と産学連携を人的交流の面
から促進する。

大学が技術の中核になっている
優れたＮＥＤＯプロジェクトをコアプ
ロジェクトとし、ＮＥＤＯ特別講座を
設け、コアプロジェクトの基幹技術
に関連した人材育成、人的交流、
周辺研究の展開を図る。

①人材育成のための大学での講座
の受講者数
②人材交流シンポジウム等の参加
者数
③周辺研究の成果数

５.０億円
１０.６億円
（H18-20）

［○必要性］
本事業は、国の政策である第３期科学技術基本計画や

長期戦略指針「イノベーション２５」、経済成長戦略大綱等
に示される人材育成の取組である。
［○有効性］

事業開始以降、講座については３００回以上開催し延べ
６，０００名以上が受講、シンポジウムについては２０回開
催し延べ３，０００名以上が参加するとともに、周辺研究の
実施により、約４００件の学会発表、約１６０件の論文等の
発表が行われる等、将来の先端分野や融合分野の技術
を支える人材の育成と産学連携に寄与。

［継続実施］
平成２０年度に新たに２拠点を設置し計１１拠点になっ

たことを踏まえて、平成２１年度にユーザーアンケート等
を活用した中間評価を実施し、その結果を踏まえ、今後
の展開に活かす。

－
年度評価：内部評価
中間評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）

21年度
(中間）

■第３期科学技術基本
計画：（略）
■長期戦略指針「 イノ
ベーション２５」：（略）
■経済成長 戦略 大綱
等：科学技術関連の人
材の育成

総務企画部

産業技術フェロ－シップ事業 交付金

産業技術に対する幅広い視野と経験を有
し、技術シーズを迅速に実用化につなげて
いくことができる優れた産学連携人材に必
要な資質の向上を図る。

若手研究者に産学連携機関等
の現場における産学連携業務に
従事する機会の提供

①養成終了者の満足度が８０％以上
であること。
②受入機関による総合評価の満足
度８０％以上であること。

３.８億円
１４６億円
（H7-20）

［○有効性］
技術と経営双方を理解し研究シーズを効果的に市場価

値に結びつけることができる能力の取得、科学技術成果
を知的財産として戦略的に取得・活用できる能力の取得
に資する、ＭＯＴや知的財産マネジメント等に関する研修
を実施し、受講者から高く評価されている。また、本年度
で養成カリキュラムを修了した養成技術者５６名中４６名
（８２％）は、大学、技術移転機関、民間企業等に就職し、
技術移転、知的財産マネジメント等の業務を通じ産学連
携の最前線で活躍するなど、我が国のイノベーションの促
進に貢献している。

［継続実施］
産学連携を担う人材像を明確にし、目的意識の高い養

成技術者の養成を行う。また、養成カリキュラムが効果的
に履行されるよう、必要に応じて受入機関を訪問し、指導
担当者等への面談・指導を実施する。

－
年度評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）
事後評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）

23年度
（事後）

■長期戦略指針「 イノ
ベーション２５」：起業家
精神をもつ人材等の育
成
■「社会総がかりで教育
再 生 を － 第 二 次 報 告
－」：企業や社会との連
携の強化
■基本方針２００７：産
学官連携の推進
■イノベーションプログ
ラ ム ： エ ネ ル ギ ー イ ノ
ベーションプログラム

研究開発推進部

２－１．燃料電池・水素エネルギー利用技術分野

人
材
育
成

新 燃料電池 水素 ネルギ 利用技術分野

定置用燃料電池大規模実証研究事業 交付金

定置用燃料電池システムを大規模かつ広
域的に設置し、一般家庭等における実際の
使用状態における実測データを取得し、運
転効率、性能等に関するデータの評価分析
を行い、民間技術レベル及び技術的問題点
を把握し、今後の燃料電池技術開発の開発
課題を抽出する。

①１ｋＷ級定置用燃料電池システ
ムの設置
②実測データの取得、評価分析、
問題点等の把握及び今後の開発
課題の抽出

①参加事業者数
②設置導入台数
③設置都道府県数
④総運転時間
⑤総発電量
⑥機器発電効率
⑦一次エネルギー削減量
⑧ＣＯ2削減量
⑨故障発生率　等

２６.８億円
１２７億円

  （H17-20）

［○有効性］
４年間の事業実施により、トップ機種において一次エネ

ルギー削減率２５％、ＣＯ2削減率３９％といった燃料電池
導入の明確な効果が確認された。また、信頼性について
も、４年間に亘る技術課題の抽出及びその対策を講じた
結果、故障頻度が激減し実用上のレベル直前にまで至っ
た。

［事業の終了］
引き続き信頼性等を確認し、更なる課題を抽出すべく、

データの収集、評価分析を実施し、その結果は、平成２１
年度から経済産業省が実施する民生用燃料電池導入支
援補助金事業において導入されるシステムに反映され、
さらなる性能向上、コストダウンをもたらすもの期待され
る。

②
年度評価：内部評価
事後評価：外部評価

21年度
（事後）

■ Ｃ ool Ｅ arth- エ ネ ル
ギ ー 革 新 技 術 計 画 ：
2020 年 頃 に 発 電 効 率
40％、耐久性４万時間、
価格100万円／ｋＷの実
現
■イノベーションプログ
ラ ム （ エ ネ ル ギ ー イ ノ
ベーションプログラム）：
(略）

燃料電池・水素技
術開発部

固体酸化物形燃料電池実証研究 交付金

固体酸化物形燃料電池システムの実用化
に向けて、実負荷環境下における実証デー
タ収集及び評価分析を実施し、今後の技術
開発課題を抽出する。

①ＳＯＦＣシステムの設置
②実証データ取得、評価分析及
び今後の開発課題の抽出

①実証データ（運転データ、故障
データ、効率データ）
②技術開発課題（性能特性・信頼性
に関する課題）
③プロジェクトへのフィードバック状
況

６.８億円
１０.４億円

  （H19-20）

［○有効性］
ＳＯＦＣシステムが実負荷においても高い発電効率を上

げることが確認でき、一次エネルギー削減効果、ＣＯ2削
減効果等についても明確になりつつある等、実証研究の
初期段階として期待される運転実績や実負荷環境下での
運転に求められる基本的な発電性能が実証できた。

［継続実施］
新たな実施体制の下、実負荷環境、地域環境等の異な

る実証サイトに新たにＳＯＦＣシステムを設置して実証
データの更なる蓄積を図る。

また、集約したデータについて、引き続きデータの検討・
評価、改善策の検討を行い、耐久性・信頼性向上に資す
る開発課題を抽出し、ＳＯＦＣシステム要素技術開発に活
用する。

－
年度評価：内部評価
中間評価：外部評価
事後評価：外部評価

21年度
（中間）
23年度
（事後）

■ Ｃ ool Ｅ arth- エ ネ ル
ギ ー 革 新 技 術 計 画 ：
2020 年 頃 に 発 電 効 率
40％、耐久性４万時間、
価格100万円／ｋＷの実
現
■イノベーションプログ
ラ ム （ エ ネ ル ギ ー イ ノ
ベーションプログラム）：
(略）

燃料電池・水素技
術開発部

２－２．新エネルギー技術分野

風力発電電力系統安定化等技術開発 交付金

ウインドファームの出力安定化技術を開発
するとともに、風力発電システムの発電量を
予測するシステムを開発し、風力発電の導
入促進に資する。

風力発電の出力変動対策の実
証試験及び観測システムの実証
試験、ガイドラインの作成

①蓄電システム：出力変動率の改善
度、設備容量、費用対効果等
②気象予測システム：総発電出力又
はＳＣＡＤＡデータ、数値気象予測
データ　等

１.３億円
４５.９億円
（H15-20）

［○有効性］
大容量蓄電・制御システムの解体研究を実施し、耐久

性、信頼性、運用性など総合的に評価することができ、そ
の結果を「蓄電システムによる出力変動抑制」の成果内
容に付加することにより、短周期出力変動用蓄電システ
ムの実用化について目処がついた。

［事業の終了］
研究成果が、蓄電システムの超寿命化、コスト低減等を

目指した研究開発に有効に活用されるよう、収集データ
の開示方法の検討等を行う。

②
年度評価：内部評価
事後評価：内部評価（外部専門家を活用）

21年度
（事後）

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：風力発電（原
油換算200万kL）

新エネルギ－技
術開発部

［事業の見直し］
助成事業者に対しては 事業計画の見直し等を指示す

エ
ネ
ル
ギ
ー

・
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

関
連
業
務
等

技
術
開
発
／
実
証

技
術
開
発
／
実
証

風力発電系統連系対策助成事業 交付金

風力発電所に蓄電池等電力貯蔵設備を
併設し、そこから得られる実測データの分析
等により、風力発電の普及拡大時に懸念さ
れる出力変動を制御する電力貯蔵設備、制
御システムの技術開発に資する。

蓄電池等電力貯蔵設備等の設
置に対する助成及び実測データ
の分析・検討

①蓄電池等電力貯蔵設備導入容量
（風力発電設備導入量）
②蓄電池等電力貯蔵設備の取得
データ数（出力変動制御技術の向
上）

０.１億円
１６.２億円
（H19-20）

［▲効率性］
２０年度については、電力会社が募集した蓄電池等系統

連系可能枠（募集量）に対して、本事業への応募が少な
かったことに加え、２０年度採択分１件について、助成事
業者における関係法の手続きが予定以上の日時を要した
ため、事業スケジュールの見直し及び大幅な予算繰越し
が発生した。

助成事業者に対しては、事業計画の見直し等を指示す
るとともに、その後の進捗管理の徹底を図った結果、現
時点では、助成事業者において許認可を含めた協議も進
捗している。２１年度は、見直し後の事業計画に基づき、
蓄電池設置及び運転データの取得を開始する。

また、現在、風車本体と蓄電池への補助・助成事業執
行機関が異なっていることから、本事業の２１年度以降の
効率的な事業運営の在り方について、経産省と協議しつ
つ、さらなる風力発電の導入促進に向けた検討を行って
いる。

②
年度評価：内部評価
事後評価：外部評価

25年度
（事後）

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：風力発電（原
油換算200万kL）

新エネルギ－技
術開発部

バイオマス等未活用エネルギ－実証試験 交付金

バイオマス・雪氷収集から、エネルギー変
換、残渣処理に至る全プロセスにおける諸
課題の解決策を提示し、バイオマス・雪氷エ
ネルギーの本格的導入を図る。

バイオマス・氷雪エネルギーの
実証試験

①実証試験設備の設置件数
②成果報告書（ＨＰ掲載）へのアクセ
ス件数
③成果報告会の参加人数

３.１億円
６３.９億円
（H14-20）

［○有効性］
今後導入量の拡大に向け、導入阻害要因の抽出するこ

とが出来ており、導入予定事業者にとって重要な情報と
なっている。

［継続実施］
優良事業を積極的にＰＲするなど、導入・普及に向けた

情報発信等を引き続き実施していく。
－

年度評価：内部評価
事後評価：内部評価（外部専門家を活用）

22年度
（事後）

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：廃棄物発電＋
バイオマス発電（原油換
算393万kL）

新エネルギ－技
術開発部

バイオマスエネルギ－地域システム化実験
事業

交付金

バイオマス資源の安定的・経済的な供給
システム、最適なエネルギー転換技術・利
用技術、残渣処理等を含む地産地消・地域
循環型エネルギー転換システムを実証し、
先行事例となるバイオマスエネルギーシス
テムを確立する。

バイオマスの収集・運搬からエ
ネルギー変換、エネルギー利用に
至るまでのシステム上の様々な技
術データの収集・蓄積・分析を行
う一貫システムの事業を実施す
る。

①成果報告書へのアクセス件数
②成果報告会の参加人数(目標：200
人以上)
③事業終了後も地域の事業として経
済性も含めて自立できる目処が達成
されていること。

７.５億円
６３.６億円
（H17-20）

［○効率性］
昨年実施した中間評価での指摘を踏まえ、プロジェクト

の加速や事業範囲の縮小等を行い、今後の事業展開が
より効率化された。
［○有効性］

これまで利用されていなかったバイオマスエネルギーの
利用上の課題抽出や解決策の検討するもので、事業価
値は大きい。

［継続実施］
更なる課題の早期抽出・解決を図り、事業の加速化を

図る。
－

年度評価：内部評価（外部専門家を活用）
外部評価：外部評価

22年度
（事後）

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：バイオマス熱
利用（ 原油換算330 万
kL）

新エネルギ－技
術開発部

Ｅ３の製造から給油までの大規模なフィー
ルドテストにより Ｅ３利用に係わる社会シス

①Ｅ３製造に関する実証研究
②Ｅ３輸送に関する実証研究

①年度毎のＥ３製造・供給量
②実証状況の視察・見学者数
③成果報告を行う各種学会等の参

［○必要性］
バイオマス資源と社会システム等に即した地産地消・地

域循環型の社会モデルの構築を目指すものであり、国内
各地でのＥ３普及のためのベ ス作りに必要な事業であ

［継続実施］
実証デ タの収集 分析を行うとともに Ｅ３地域流通ス 年度評価 内部評価

21年度
■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期

Ｅ３地域流通スタンダ－ドモデル創成事業 交付金
ルドテストにより、Ｅ３利用に係わる社会シス
テムモデルの構築と一般社会へ適用する際
の技術課題の抽出を行うことで、本格的なＥ
３導入・普及の促進を図る。

②Ｅ３輸送に関する実証研究
③サービスステーションにおける
実証研究
④社会システムモデルの検討

③成果報告を行う各種学会等の参
加人数
④Ｅ３地域流通のためのハンドブック
（仮称）の頒布実績。（目標：１０００
冊頒布）。

４.１億円
５.７億円

（H19-20）

各地でのＥ３普及のためのベース作りに必要な事業であ
る。
［○有効性］

本格運用の開始以降順調にＥ３製造が進んでいる。ま
た、視察・見学に訪れた人員は、1,200人を超え、関心の
高さが伺える状況である。

実証データの収集・分析を行うとともに、Ｅ３地域流通ス
タンダードモデルの他地域への波及効果を高めるため、
運用手法、品質管理手法、各種法令に基づく手続き等を
盛り込んだハンドブックを作成・頒布する。

－
年度評価：内部評価
中間評価：内部評価（外部専門家を活用）
事後評価：外部評価（外部専門家を活用）

21年度
(中間）
24年度
(事後）

調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：その他（原油
換算763万kL）

新エネルギ－技
術開発部



財源
２０年度
執行額

累計執行額
(事業期間)

担当部
事業目的 事業内容

モニタリング指標
*（　）内は目標値

事業規模

主な評価結果 今後の改善
改善の
実施方
法（注）

事業分野／事業名

事業概要 評価結果

評価方法
中間評価・事
後評価の時期

(参考）
関連する政府目標

集中連系型太陽光発電システム成果普及
事業

交付金

「集中連系型太陽光発電システム実証研
究」で構築した設備を集中監視システムが
不要な設備形態に段階的に改良するととも
に、簡易なモニタリング手法を用いた運転状
態のデータ収集・分析を行い、集中監視シ
ステムが無くても技術的に集中連系可能で
あることを情報発信することにより、今後の
集中連系型太陽光発電システムの基本モ
デルを構築し、その普及に資する。

①蓄電池の分布状況に応じた
データ収集、分析
②新型パワーコンディショナーの
動作状況の確認
③モニタリング手法の確立
④成果普及

集中管理システムを撤去し、簡易
モニタリング手法によりＰＶシステム
運転状態のデータ収集・分析を行う
ことで、集中連系されたＰＶシステム
が安全に運転を継続できること。

１.４億円
１.４億円

（H20）

［○有効性］
蓄電池の分布状況に応じたデータ収集、分析について

は、部分的な蓄電池導入による経済的効果等を確認し
た。また、集中監視システムで得られたデータとパワーコ
ンディショナー等のデータを比較し、簡易モニタリング手法
の有効性を確認することができた。

［継続実施］
引き続き、蓄電池の導入量と出力抑制損失量の関係等

について検証するとともに、停電発生時や系統変動発生
時のパワーコンディショナーの同左状況を確認する。

－
年度評価：内部評価（外部専門家を活用）
事後評価：内部評価（外部専門家を活用）

22年度
(事後）

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（ H20.5 ） ： 太 陽 光 発電
（原油換算350万kL）

新エネルギ－技
術開発部

大規模電力供給用太陽光発電系統安定化
等実証研究

交付金

稚内サイト及び北杜サイトにおいて、ＭＷ
級の太陽光発電システムを導入し、大規模
太陽光発電出力の平準化による電力品質
の安定化及び電力系統のピーク対策等需
給調整システムを開発し、実証する。

大規模太陽光発電システムの実
証研究

系統安定化技術･出力制御技術･
高調波抑制対策技術･シュミレーショ
ン手法の開発進捗度等

３５.６億円
７９.８億円
（H18-20）

［○効率性］
稚内・北杜の２サイトともに、予定通りシステムの構築を

行い、系統へ連系した。また、系統安定化対策技術及び
高調波抑制対策技術の有効性及び実用性を検証するた
め、必要なデータを蓄積し、より精度の高い対策技術の開
発を行った。
［○有効性］

電力系統への電力供給専用のＰＶ発電所としては国内
初の試み。成果は今後のＰＶシステム大量導入時の指針
として活用でき 社会への貢献の期待は大きい

［継続実施］
稚内サイトにおいては、ＰＶを約1,000kW増設し、最終形

態である約5,000kW規模のＰＶシステムを構築する。
北杜サイトにおいては、大容量ＰＣＳを採用した約

1,200kWシステムを増設し、特別高圧系統に連系し、総容
量1,800kWシステムとして運用を開始する。

－
年度評価：内部評価（外部専門家を活用）
事後評価：外部評価

23年度
（事後）

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（ H20.5 ） ： 太 陽 光 発電
（原油換算350万kL）

新エネルギ－技
術開発部

として活用でき、社会への貢献の期待は大きい。

新エネルギー技術研究開発／洋上風力発
電等技術研究開発

交付金

我が国の海象・気象条件に適した、洋上
風況観測システム、洋上風力発電システム
及び環境影響評価の手法等の技術を確立
する。

実証研究候補海域を定めた上
でフィージビリティ・スタディ（ＦＳ）
を行い実証研究の実現可能性を
評価する。
＜調査内容＞
・海域調査、全体設計

①洋上風力発電システムの確立
②洋上に風況観測装置並びに風力
発電機を設置して海上風/波浪/海
潮流等のデータ収集･解析
③連成振動予測技術の開発･検証
④疲労照査技術の開発及び洋上用
風力発電機の性能評価
⑤生態系への影響を評価するため
のモニタリングによる環境影響評価
手法の確立

１.９億円
１.９億円

（H20）

［○有効性］
洋上風力発電の実証研究は我が国初の試みであるとと

もに、Ｆ／Ｓの結果には、事前調査手法（気象・海象、洋上
風力発電設備の概略設計等）有意義な情報を含んでい
る。

［継続実施］
Ｆ／Ｓの結果を踏まえ、実証研究の詳細仕様を決定し、

風況観測装置、風力発電機等を設置し、海上風、波浪、
海潮流等のデータ収集・解析や洋上風力発電機の性能
評価を実施する。

－
年度評価：内部評価
事後評価：外部評価（外部専門家を活用）
事後評価：外部評価（外部専門家を活用）

21年度
(中間）
25年度
(事後）

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：風力発電（原
油換算200万kL）

新エネルギ－技
術開発部

新エネルギー技術研究開発／次世代風力
発電技術研究開発

交付金

我が国特有の気象・地形に適した汎用的
な風特性モデル開発等を行い、ＩＥＣ等国際
規格を提案するとともに、リモートセンシング
機器による観測手法をを確立する。また、落
雷保護対策の実証等行い、効果的な対策を
取りまとめ広く周知することによりし、風力発
電導入拡大を図る。

①基礎・応用技術開発（リモートセ
ンシング機器の精度検証・評価
等）
②自然環境対応技術等（落雷被
害詳細調査・分析、実機による落
雷保護対策の実証等）

①基礎・応用技術研究開発：リモート
センシング機器の精度検証･評価/
観測手法の確立等
②自然化案強対応技術等：落雷保
護対策（日本型風力発電ガイドライ
ンへの反映等）

２.１億円
２.１億円

（H20）

［○効率性］
有識者・専門家による委員会を設置し、委員会の審議・

助言等を受けつつ、計測・観測の設備設置及びデータ解
析等、計画どおり順調に実施している。

［継続実施］
２１年度以降もに、追加の計測・観測の設備設置、蓄積

データの解析を行い、複雑地形風特性モデルの提案及
び落雷リスクマップの高精度化を進めていく。

－
年度評価：内部評価
中間評価：外部評価
事後評価：外部評価

21･22年度
（中間）
25年度
（事後）

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：風力発電（原
油換算200万kL）

新エネルギ－技
術開発部

新エネルギー技術研究開発／太陽光発電
システム実用化促進技術開発

交付金

早期に実用化が期待できる太陽光発電に
係る技術開発を促進し、太陽光発電が長期
的にエネルギーの一翼を担える発展を遂げ
ること及びそれにより我が国の技術開発力
の優位性の維持を図る。

①薄膜シリコン太陽電池の開発
②極薄型多結晶シリコン太陽電
池のためのスライス技術の開発
③ＣＩＳ系薄膜太陽電池の開発

太陽電池の変換効率、生産歩留まり
など

３.３億円
３.３億円

（H20）

［○必要性］
太陽光発電が地球温暖化対策に貢献し公益性を有して

いることや資源制約が少ないこと等の長所に着目し、長
期的にエネルギーの一翼を担える発展を可能とするととも
に、我が国の太陽光発電に係る技術開発力の優位性を
維持し厚みのある産業構造を形成することを目的に、民
間単独では困難を伴う太陽光発電の経済性、性能等を改
善する技術研究開発を支援するものであり、その必要性
は高い。

［継続実施］
事業の最終年度（２１年度）中の目標達成に向け、引き

続き事業を継続する。
－

年度評価：内部評価
事後評価：外部評価（外部専門家を活用）

22年度
（中間）

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（ H20.5 ） ： 太 陽 光 発電
（原油換算350万kL）

新エネルギ－技
術開発部

は高い。

新エネルギ－技術フィ－ルドテスト事業／
風力発電フィ－ルドテスト事業（高所風況精
査）

交付金

大型風車建設の基礎となる風況データを
収集・解析し、観測実施地域での風車導入
の素地を形成することで、事業者が適切な
事業計画の策定や風況予測誤差などリスク
の定量的評価を可能にし、公開することで、
大型風力発電の導入促進を図る。

高所での風況観測の実施による
風況条件からみた風力開発の可
能性評価

①観測地点数
②風況精査データを解析・評価した
結果、事業性が認められるサイトの
計画設備容量
③個別成果報告書のダウンロード件
数
④風況精査実施地点と風車建設サ
イトの整合率
⑤シミュレーションと風況精査実測
値との乖離

１.１億円
３.９億円

（H18-20）

［○有効性］
電力系統に制約のない地点で、２地点以上の観測を可

能としたことにより、風力発電の立地が有望と考えられる
大型ウインドファームを計画している事業者の参入が見込
まれ、２０１０年度の国の導入目標３００万kWの達成に貢
献する。

［継続実施］
引き続き得られた風況データ等を有効活用し、発電量

の維持・拡大を図ること及び運転コストの低減を図るため
の分析・評価事業を行うとともに、２０年度より開始した次
世代風力発電技術研究開発（基礎・応用技術研究開発）
において、風況データの解析に本データを活用する。

－
年度評価：内部評価
事後評価：外部評価

22年度
（事後）

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：風力発電（原
油換算200万kL）

新エネルギ－技
術開発部

新エネルギ－技術フィ－ルドテスト事業／
太陽光発電新技術等フィ－ルドテスト事業

交付金

中規模太陽光発電システムの導入を促進
するため、新型モジュール採用型や建材一
体型等の新技術等のシステムを設置し、技
術的特徴や稼働実績を集約・分析・評価し、
その結果を公表することにより、技術レベル
の向上とさらなる普及啓発を図る。

①新型モジュール採用型、建材一
体型、新制御方式適用型、効率
向上追求型の太陽光発電システ
ムの設置
②実負荷下での長期運転データ
の収集
③データの評価解析及び公開

①太陽光発電システムの設置容量
（kW）･設置コスト（円/kW）の推移
②システムの発電性能及び信頼性
等を記載した評価・解析報告書の公
表とダウンロード件数等

４５.６億円
１１６億円
（H15-20）

［○必要性］
公共施設や集合住宅、産業用等の中規模太陽光システ

ムは系統に与える影響が比較的少ない等の利点がある
が、購入電力単価が低い等により導入実績が少ない状況
であるため、本事業を通じて、能力･信頼性･付加価値等
の効果を明確にする等普及促進上の課題を克服していく
必要がある。

［継続実施］
これまでに得られた緒データ等を用いて、「設計施工・

太陽光システム編」としてガイドラインを策定する。また、
新型モジュールや建材一体型、新制御方式適用型など
の新要素を多く含むシステムについて、分析評価を行い、
報告書を発行する。

－
年度評価：内部評価
中間評価：外部評価
事後評価：外部評価

23年度
（中間）
26年度
(事後）

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（ H20.5 ） ： 太 陽 光 発電
（原油換算350万kL）

新エネルギ－技
術開発部

新エネルギ－技術フィ－ルドテスト事業／
太陽熱高度利用システムフィ－ルドテスト事
業

交付金

公共施設、集合住宅及び産業施設等に中
規模太陽熱高度利用システムを導入し、長
期運転によりその有効性と信頼性を実証す
ることで、本格的普及に向けた更なる性能
向上及び価格低減を促す。

公共施設、集合住宅及び産業
施設における中規模太陽熱利用
システムの実証試験

①太陽熱利用システム置面積(有効
集熱面積)と設置コスト（円/㎡）の推
移
②システムの太陽熱依存率
③故障発生頻度
④評価・解析報告書ダウンロード数

４.０億円
１３.４億円
（H18-20）

［○必要性］
地球温暖化防止の手法が画策されている中、我が国の

導入目標（2010年までに原油換算90万kl）を実現に向け
て、太陽熱利用の実証試験を行い、そのメリットを公表す
ることは社会的、経済的に意義があり、必要である。

［継続実施］
平成２１年度は公募は行わないことになったが、原油高

で太陽熱利への関心が高まりつつある。したがって、今
後も引き続き、データの分析・評価を実施する。

年度評価：内部評価
中間評価：外部評価
事後評価：外部評価

22年度

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：その他（原油
換算763万kL）

新エネルギ－技
術開発部

①事業当たり ネ ギ 供 給量
［○有効性］

新エネルギ－技術フィールドテスト事業／地
域バイオマス熱利用フィ－ルドテスト事業

交付金
バイオマス熱利用システムを設置し、長期

運用データの収集・分析・公表を行い、導入
促進を図る。

実用化、普及効果の高い熱利
用技術及び新規技術、低コスト化
が期待される技術の実証試験

①事業当たりエネ ルギ ー供 給量
（2100ＧＪJ/年以上）
②エネルギー転換効率向上
③効率的エネルギー利用
④事業性評価
⑤システムの連続安定性、環境特性
の確認

１２.３億円
３９.５億円
（H18-20）

［○有効性］
実運用レベルでデータの収集を行うことからバイオマス

エネルギー利用の課題点を直接的に示すことができ、解
決策を実用機に反映させることとしている。また、これまで
に利用が困難であった原料分野への適用、新規熱利用
法への展開が期待でき、バイオマス利用の拡大に資する
事業である。

［継続実施］
個別テーマ毎に設置した評価委員会において、進捗状

況及び運転結果について議論し、必要に応じて計画見直
しを含めた柔軟な対応を図りつつ、有効なデータの蓄積
を図る。

－
年度評価：内部評価（外部専門家を活用）
事後評価：外部評価（外部専門家を活用）

23年度
（事後）

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：バイオマス熱
利用（ 原油換算330 万
kL）

新エネルギ－技
術開発部

地域新エネルギ－・省エネルギ－ビジョン策
定等事業

交付金
地方公共団体等による地域レベルの新エ

ネルギー・省エネルギー導入への取組の円
滑化を図る。

地方公共団体等が行うビジョン
策定及びＦＳ調査に対する補助

①ビジョン策定自治体数
②ビジョン策定件数
③ビジョン策定後の事業化率
④新エネルギービジョン等での目標
値（原油換算）

６.２億円
１０２億円
（H10-20）

［○有効性］
２０年度まで策定自治体数が着実に増加し、新エネル

ギーで８２２自治体、省エネルギー２７８自治体がビジョン
を策定している。また、２０年度に自治体に対して実施した
調査では、新エネルギーについては、全都道府県・約７割
の市区町村、省エネルギーについては、都道府県、市区
町村ともに約３５％の自治体で事業化に結びついている。

「継続実施］
同じ課題を抱える自治体に対して、先進的な事例を提

供する等により、事業化率の向上に重要な「重点ビジョ
ン」「ＦＳ」への展開促進を働きかける。

②
年度評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）
中間評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）

22年度
(中間）

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：新エネルギー
導入（原油換算2,036万
kL）

エネルギー対策
推進部

地域新エネルギ－等導入促進事業 補助金
デモンストレーション効果の高い地方公共

団体等の新エネルギー導入を支援し、その
積極的な取組を全国的に波及させる。

地方公共団体等による設備導
入・普及啓発事業に対する補助

設備容量、申請件数、交付件数 ３０.３億円
４９５億円
（H10-20）

［○有効性］
申請件数の増加（対前年比約４０％増）や、事業者アン

ケートで８６％から「満足度が高い」との回答を得ている。

［事業の終了］
本事業の事業実施者については、２１年度から経済産

業省が公募により決定することになり、２１年度は、一般
社団法人新エネルギー導入促進協議会が実施すること
になった。

ＮＥＤＯとしては、２０年度までに導入済みの設備の稼働
状況を調査し、データを収集・データ活用方法の検討を行
う。

② 年度評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用） －

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：新エネルギー
導入（原油換算2,036万
kL）

エネルギー対策
推進部

新エネルギ の導入促進のために 地方 ①導入指導事業（説明会の開催

［○有効性］
説明会等の開催（71回、7,543人）、マスメディアを活用し

た情報配信により 効果的に実施 特に シンポジウム
［継続実施]

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期

導
入
普
及

省エネルギ－・新エネルギ－対策導入促進
事業（新エネルギ－対策導入指導事業）

補助金

新エネルギーの導入促進のために、地方
公共団体と密接な提携を図りつつ、新エネ
ルギーの導入普及説明会の開催、専門家
派遣等を実施する。

①導入指導事業（説明会の開催、
講師の派遣）
②導入マニュアル作成事業（指導
のためのマニュアル作成等）

①セミナー等の開催件数、参加人数
②マニュアル等作成数・普及啓発ビ
デオ作成数、配布先数

０.７億円
１２.１億円
（H11-20）

た情報配信により、効果的に実施。特に、シンポジウム・
セミナーへの参加者数は、前年度までの５カ年平均参加
者数を約30％上回っているとともに、セミナー参加者に対
するアンケートでは、約60％から「有益な情報を得られた」
との回答を得ている等、有益な情報発信ができたと評価
できる。

［継続実施]
引き続き、経済産業局及び地方公共団体等との連携の

強化に努めてセミナーの内容の充実等を図り、地方公共
団体等の新エネルギー導入促進活動を効果的に支援し
ていく。

－
年度評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）
中間評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）

22年度
（中間）

調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：新エネルギー
導入（原油換算2,036万
kL）

エネルギー対策
推進部



財源
２０年度
執行額

累計執行額
(事業期間)

担当部
事業目的 事業内容

モニタリング指標
*（　）内は目標値
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実施方
法（注）

事業分野／事業名

事業概要 評価結果

評価方法
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後評価の時期

(参考）
関連する政府目標

新エネルギ－等非営利活動促進事業 補助金
地域の状況に応じ草の根レベルできめ細

かい新エネルギー・省エネルギー導入の取
組を促進。

ＮＰＯ、公益法人等の普及啓発事
業の一部を補助

採択件数、事業種類、事業への参加
人数

０.４億円
２１.８億円
(H15-20)

［○有効性］
非営利民間団体等が行う草の根レベルの新エネル

ギー・省エネルギーの普及啓発活動を支援対象としてお
り、ＮＰＯ等の持つ独創性等が発揮され、一般市民が「参
加しやすい」「理解しやすい」普及啓発事業が実施されて
いる。

［継続実施］
事業開始当初に比べて採択事業件数が減少傾向にあ

り、事業の周知が不十分な点もあるため、引き続き積極
的な広報活動を実施していく必要がある。

－
年度評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）
中間評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）

22年度
(中間）

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：新エネルギー
導入（原油換算2,036万
kL）及びエネルギー効
率の改善率（2005年比
約25％を達成）

エネルギー対策
推進部

中小水力発電開発事業 補助金

初期投資が大きく発電単価が比較的割高
であり、また、今後開発地点が奥地化・小規
模化していく傾向にある水力発電の開発を
促進する。

中小水力発電設備の新設・改造
費用を補助

①発電出力、事業件数
②新技術の導入事業件数

３.６億円
１３５億円
（H11-20）

［○効率性］
近年の補助対象範囲の拡大、災害復旧に対する助成策

により、補助申請件数は増加傾向にある。また、発電事業
開始後、環境への取り組みをＰＲする等により、普及拡大
に繋がる相乗効果も見られた。

［継続実施］
国に対して補助対象拡充についての提言を行うととも

に、利用者の利便性向上のため、補助事業に係る事務
手続きの省力化を図る。

－
年度評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）
中間評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）

22年度
（中間）

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：水力（原油換
算19百万kL）

エネルギー対策
推進部

新規発電所の建設及び既設発電所の発
電出力維持に向けた事業を補助することに

事業者等に対する調査井掘削
①既設発電所の発電出力の維持

５５ ５億円

［○必要性］
20年3月末時点での地熱発電導入量は53.5万kW（自家

用含む）に達しているものの、国内の地熱発電開発は資
源開発リスクや多額の初期投資・長い建設リードタイムに

［継続実施］
年度評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用） 22年度

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期

エネルギー対策
地熱発電開発事業 補助金 より、平成１９年３月に閣議決定されたエネ

ルギー基本計画等の政府目標の達成に貢
献する。

事業者等に対する調査井掘削、
設備導入・改造費用の補助

②新規発電所設置等に伴う発電出
力の増加

４.３億円
５５.５億円
（H11-20）

源開発リスクや多額の初期投資・長い建設リードタイムに
よる高い発電コスト等により開発が停滞しており、今後も、
新規発電所建設及び既設発電所の定期的な還元井の掘
削等、発電出力の維持が必要であり、引き続き事業の継
続が必要である。

新規建設等に向けた事業者の利便性向上等の対応を
図っていく。

－
年度評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）
中間評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）

22年度
(中間）

エネルギー需給見通し」
（H20.5）：地熱（原油換
算1百万kL）

エネルギー対策
推進部

地熱開発促進調査 補助金

探索リスク等により開発調査の進んでいな
い有望地域について、先導的な調査を行う
ことにより、地方自治体や民間地熱開発事
業者による地熱発電開発を促進する。

地熱利用の有望地域における
先導調査

①新たに確認された地熱資源量
②本事業の成果により開発された地
熱発電量等

１８.３億円
９４５億円
（S55-20）

［○有効性］
これまでに５発電所が建設され、発電電力累計133.4億

kWh、石油代替効果314万kL、CO2抑制効果970万t-CO2
という成果を得ている。

また、16年度から実施している中小規模地熱発電開発
（1万kw未満）の調査では、調査着手１２地域中５地域で発
電事業化に資する蒸気・熱水を確認。

［継続実施］
本年６月に、資源エネルギー庁が取りまとめた「地熱発

電に関する研究会中間報告」にも挙げられている「地熱
発電の事業性を向上させるための環境整備」に関して、
同庁と緊密に連携しつつ、地熱開発促進に有効な支援策
の検討を進めていく。

－
年度評価：内部評価（外部専門家を活用）
中間評価：内部評価（外部専門家を活用）

22年度
(中間）

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：地熱（原油換
算1百万kL）

エネルギー対策
推進部

新エネルギ－等事業者支援対策事業 補助金
民間事業者等が実施する「新エネルギー

等導入事業」について、その加速的な導入
促進を図る。

バイオマス発電、バイオマス熱
利用、バイオマス燃料製造、水力
発電、地熱発電に係る導入補助

①設備容量
②申請件数
③交付件数

３５.２億円
９３.６億円
（H19-20）

［○有効性］
20年度に確定した事業による原油換算削減量は83kL/

年、ＣＯ2換算削減量で173t/年が見込まれる。
　また、事業者に対するアンケート調査では、８３％の事業
者から「満足」との回答を得ている。

［事業の終了］
２０年度から事業実施者を公募することとなり、２１年度

は一般社団法人新エネルギー導入促進協議会が実施す
ることとなった。

② 年度評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用） －

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：新エネルギー
導入（原油換算2,036万
kL）

エネルギー対策
推進部

新エネルギ－利用等債務保証制度 出資金
新エネルギー利用の加速的な推進のた

め、事業者が必要とする資金の金融機関か
らの借り入れに対し、債務保証を行う。

新エネルギー法に基づく債務保障
①債務保証申込件数
②債務保証受託件数
③債務保証履行件数

０億円
(保証引受

額)

１２９億円
（H9-20）

（保証引受額
累計）

［○効率性］
これまで、２２事業４３件の債務保証を実施しており、国

内の新エネルギー導入促進に十分に貢献している。ま
た、改善計画の策定を必要としている事業が１事業あるも
のの、現在までに代位弁済の実績はなく、順調に償還が
行われている。

［継続実施］
制度として比較的安定した運用が行われているもの

の、債務保証をする事業が長期間に亘ること及び事業規
模が増大傾向にあることから、保証リスクが増大する傾
向にあるため、引き続き、安定的運用を図る。

なお、行政改革推進本部決定（H18.12.24）を踏まえ、第
2期中期計画終了時に、業務実施の必要性を改めて検討
することとされている。

－ 年度評価：内部評価 －

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：新エネルギー
導入（原油換算2,036万
kL）

エネルギー対策
推進部

２ ３ 省エネルギ 技術分野２－３．省エネルギー技術分野

エネルギ－供給事業者主導型総合省エネ
ルギ－連携推進事業

補助金

住宅・建築物に対する省エネルギー意識
を高揚させるとともに、住宅・建築物におけ
る先導的な省エネルギー設備の普及を促進
する。

エネルギー供給事業者による地
方公共団体と連携した省エネ推
進事業に対する補助

①採択件数
②省エネルギー効果
③費用対効果（万円/ｋL） 等

４.０億円
５５.１億円
（H17-20）

［○有効性］
３１都道府県７９地方公共団体（地域）において、省エネ

設備導入事業に加えて、広報事業を行うことにより、地域
レベルでの省エネ意識の向上と省エネ行動の実践に寄与
している。

［事業の見直し（一部終了）］
今後は、７９地方公共団体（地域）が主体となった広報

活動で当該地域への普及拡大を図ることとして、２１年度
は「建築物に係るもの」の継続事業（導入事業））のみ実
施する。

② 年度評価：内部評価 －

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：エネルギー効
率の改善率（2005年比
約25％を達成）

エネルギー対策
推進部

住宅・建築物高効率エネルギ－システム導
入促進事業

補助金

住宅・建築物への省エネルギー性の高い
システムの導入とともに、性能・費用対効果
等の情報を広く一般に公表することにより民
生部門の省エネルギー化に資する。

住宅、建築物への省エネルギー
システムの導入、ＢＥＭＳ（ビルエ
ネルギーマネージメントシステム）
導入への補助

省エネ効果（１.４９万kL)
(住宅･建築物･ＢＥＭＳの合計)

５８.２億円
３７１億円
（H11-20）

［○必要性］
依然として高い水準を示している民生部門（家庭用・業

務用）については、エネルギー使用の削減の余地が大き
いため、引き続き先導的な省エネルギー設備及びＢＥＭＳ
設備の導入・普及を支援し、民生部門におけるエネル
ギー消費量の削減を図る必要がある。

［継続実施］
建築物の省エネルギー化を図るシステムのうち、最新

設備・最新技術の導入や先進的な組み合わせなどモデ
ル性の認められるもので、省エネルギー効果の高い先導
的な取組みを支援していく。

－
年度評価：内部評価
中間評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）

22年度
（中間）

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：エネルギー効
率の改善率（2005年比
約25％を達成）

エネルギー対策
推進部

エネルギ－使用合理化事業者支援事業 補助金

既設の工場・事業所における省エネ設備・
技術を導入する取組みに対し、省エネ効果・
費用対効果の高いものに重点的に支援す
る。

既設の工場、事業所における省
エネルギー設備・技術の導入に対
する補助

①申請件数
②採択件数
③省エネ効果[万kL/年]
④費用対効果[万円/kL]
⑤省エネ量達成率［省エネ量実績/
省エネ量計画］

２７０億円
１,３７１億円

（H10-20)

［○有効性］
省エネ量達成率（省エネ量の実績/省エネ量の計画）

は、概ね１００％を達成している。これまでの総エネルギー
削減量（後年発生分を含め推計で約３４９万kL。
［○必要性］

産業部門のエネルギー消費割合の高さ及び運輸部門に
おけるエネルギー消費の伸びが著しい現状を踏まえると、
本事業の継続が必要。

［継続実施］
さらに大きな省エネ効果を得るために、平成２１年度の

公募に際しては、省エネ効果の下限設定等の要件見直し
を行う。

－ 年度評価：内部評価 －

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：エネルギー効
率の改善率（2005年比
約25％を達成）

省エネルギ－技
術開発部

温室効果ガス排出削減支援事業 補助金

中小企業の温暖化対策に対する意識を高
め、エネルギー起源のＣＯ2削減を促進する
ため、経済産業省が実施するＣＯ２排出削
減量認証事業に係わる中小企業事業者の
省エネルギー設備導入プロジェクトを支援す
ることにより 当該事業者の一層の省エネ

省エネルギー設備・技術の導入
事業に対する補助

採択件数及び採択事業の省エネ
見込値達成度（１年間の運転後の達
成度）

５.６億円
１９．９億円

(H15-20)

［○必要性］
20年10月に国内クレジット制度が創設されたことに伴

い、今後も、同制度の一層の拡大・推進を図る観点から、
中小企業等の参加推進に資する本事業を継続する必要
は高い

［継続実施］
引き続き、中小企業事業者による温暖化防止対策推進

に貢献するとともに、国内排出量取引に対して多種多様
かつ多くの中小企業が参加できる環境整備を目指してい
く

－
年度評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）
中間評価：外部評価

22年度
（中間）

国内排出量取引システ
ム試行事業の支援

京都メカニズム事
業推進部

導
入
普
及

ることにより、当該事業者の 層の省エネ
ルギーへの取組を促す。

は高い。 く。

特定事業活動促進等債務保証 出資金

省エネ・リサイクル法に基づいた事業が速
やかに実行でき、更に保証履行のリスクが
減るよう、適切な債務保証を行う。
＜２０年度をもって、保証引受を終了＞

省エネ・リサイクル法に基づく債務
保証

①債務保証件数
②保証履行件数

－
１１.７億円

（H15-H19）
（保証引受額

累計）

［○効率性］
保証中であった１事業が「操業停止」したことに伴い、事

業者等と今後の対応について協議した結果、本債務保証
に係る金融機関借り入れが一括繰上償還されたため、債
務保証は完了するに至った。また、求償権が発生している
３件については、法的手続き等を進めた結果、21年度中
に債権の一部を回収できる目処が立つに至った。

［継続実施］
　今後、着実に債権管理を実施。

－ 年度評価：内部評価 － －
エネルギー対策
推進部

そ
の
他

京都メカニズム開発推進事業 交付金

ＣＤＭ/ＪＩ等京都メカニズムの活用促進を
図り、我が国のＣＯ2削減目標達成に貢献す
るのみならず、海外におけるエネルギー使
用効率化等の進展により、我が国のエネル
ギー安定供給の確保に資する。

ＣＤＭ/ＪＩ事業のポテンシャルを
有する国において普及啓蒙等を
行うキャパシティービルディング
（キャパビル）と、ＣＤＭ/ＪＩとして
実施可能性のある事業の発掘調
査等を行うフィージビリティスタ
ディ（ＦＳ）の実施。

①キャパビル
取得事業候補件数、セミナー等実

施回数
②ＦＳ
　事業化件数

１.０億円
１６２億円
(H10-20)

［○有効性］
①キャパビル

中国で実施した２件については、中国政府から高い評価
を得るとともに、具体的なクレジット取得事業での候補案
件も発掘されている。また、マレーシア、タイ等についても
ＣＤＭの普及とともに、案件発掘につながる情報収集が図
られた。
②ＦＳ

全採択案件のＣＤＭ/ＪＩ事業化率は、既に５％を超えて
おり、さらに増加する見込み。

［継続実施］
　21年12月に開催されるＣＯＰ15において、平成25年度以
降の温室効果ガス削減のための国際的枠組が明らかに
なることが予想されているので、将来の京都メカニズムの
裾野拡大に貢献する事業も組み入れていくことも含めて
検討し、実施していく方針。

－
年度評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）
中間評価：外部評価（外部評価）

22年度
(中間）

ＣＤＭ／ＪＩの活用による
京都議定書目標の達成

京都メカニズム事
業推進部

２－４．環境調和型エネルギー技術分野

石炭生産・利用技術振興事業（クリーン・
コールテクノロジー推進事業）

交付金
環境負荷の高い石炭利用について、その

低減を図るクリーン･コール･テクノロジー（Ｃ
ＣＴ）の開発の推進に資する。

石炭のクリーンな利用技術分野
における最新技術の開発可能性
調査・情報分析を実施し、関係者
への情報提供を行う。

①技術動向調査数
②プロジェクト化可能性度

０.８億円
２０.０億円

(H4-20)

［○必要性］
ＣＣＴ開発のための情報提供の重要性は高く、環境負荷

低減、エネルギーセキュリティに寄与。
また、費用対効果も優れており、国内関係者からも必要

性を高く認められてる。

［継続実施］
化石資源の利用時の環境対策が一層強く求められる

中、ＣＣＴ技術シーズを発掘する役割を有する本事業の重
要性は増すものと考えられる。

－
年度評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）
中間評価：外部評価

24年度
（中間）

ＣＣＴ開発リスク軽減の
ため情報提供を行い、Ｃ
ＣＴの実用化を促進

クリーンコール開
発推進部

技
術
開
発
／
実
証

革新的ゼロエミッション石炭ガス化発電プロ
ジェクト／発電からＣＣＳまでのトータルシス
テムのフィージビリティ・スタディー

交付金

石炭ガス化発電からＣＯ2隔離に至るトー
タルシステムの実施可能性が評価するとと
もに、ＣＯ2回収後において、送電端効率４
２％（ＨＨＶ基準）を実現させる基盤技術を確
立し、石炭火力発電分野における環境負荷
の低減を図る。

発電からＣＯ2貯留までのトータ
ルシステムのフィジビリティー・ス
タディー（ＦＳ）及び革新的ガス化
技術に関する基盤研究事業の実
施。

①２２年度中に、特定サイトでの発電
からＣＯ2貯留に至るトータルシステ
ムの概念設計を終了する。
②２４年度中に、上記の詳細設計を
終了する。

５.４億円
５.４億円

(H20)

［○必要性］
ＣＣＳ技術は、ＣＯ2削減目標を達成するための革新的

技術の一つとして位置付けられている。また、石炭ガス化
発電システムからＣＯ2の分離・回収・輸送・貯留に至る一
貫したトータルシステムの詳細設計に係る評価の例はな
く、本事業を実施する意義は大きい。

［継続実施］
２１年度は、トータルシステムの概念設計を完了し、経

済性データを取得するとともに、早期に実施可能性評価
が実施できるように事業を推進する。

－
年度評価：外部評価
中間評価：外部評価
事後評価：外部評価

22年度
（中間）
25年度
(事後)

■イノベーションプログ
ラ ム （ エ ネ ル ギ ー イ ノ
ベーションプログラム）：
（略）

クリーンコール開
発推進部



財源
２０年度
執行額

累計執行額
(事業期間)

担当部
事業目的 事業内容

モニタリング指標
*（　）内は目標値

事業規模

主な評価結果 今後の改善
改善の
実施方
法（注）

事業分野／事業名

事業概要 評価結果

評価方法
中間評価・事
後評価の時期

(参考）
関連する政府目標

２－５．国際関連分野

研究協力事業 補助金
開発途上国との共同研究と技術移転を併

せて行うことにより、開発途上国の研究開発
能力の向上を支援する。

相手国研究開発機関等との共
同研究、設備設置、研究者の派
遣・受入

研究者派遣及び受入人数、実用化
件数等

８.３億円
２３０億円
(H15-20)

［○必要性］
東南アジア諸国では急激な経済発展により環境問題が

顕在化し、政策対話の場では環境・省エネ技術に対する
日本への協力要請はますます強くなっている。
［○有効性］

相手国の研究開発能力の向上が認められ、２０年度に
終了する７事業について、全て実用化の目処がついてい
る。

［事業を見直し（一部終了）］
開発途上国提案型開発支援研究協力は20年度をもっ

て終了する。近年、環境技術等に対する開発途上国から
のニーズが高いこと等から、政策対話等を通じてテーマ
選定し実施している環境技術総合研究協力を中心に事
業展開を図る。

②
年度評価：外部評価（外部専門家を活用）
中間評価：外部評価（外部専門家を活用）

25年度
(中間）

開発途上国の研究開発
能力の向上

エネルギー・環境
技術本部国際事
業統括室

国際エネルギ－使用合理化等対策事業 交付金

アジア・太平洋地域を中心に、我が国の有
するエネルギー有効利用技術（省エネル
ギー・石油代替エネルギー技術）の実証等
を行い、当該地域での普及を促進する。

省エネ・代エネ技術の海外実証
研究・技術普及事業の実施

①事業実施を通じた直接の省エネ・
代エネ効果、温室効果ガス削減効果
②有効性を実証した技術の普及状
況、及び普及設備による省エネ・代
エネ効果、温室効果ガス削減効果

３１.０億円
８１４億円
(H14-20)

［○必要性］
アジア太平洋地域の開発途上国を中心に、エネルギー

消費が増大を続けており、我が国のエネルギー確保に悪
影響を及ぼす可能性があるため、引き続き、本事業の必
要性は高い。
［○有効性］
　アジア太平洋地域における省エネ・温室効果ガス削減に
資する事業であり、我が国のエネルギーセキュリティーの
向上及び地球温暖化対策に貢献していると言える。

［充実・強化］
我が国が有する優れた省エネ・代エネプロジェクトを推

進するためのＦＳの公募を行う。また、相手国においてエ
ネルギー管理に精通する人材の不足を解消するため、エ
ネルギー管理技術・ノウハウに係るトレーナーの育成を
行い、一層の普及促進を図る。

①
年度評価：内部評価
中間評価：内部評価（外部専門家を活用）

24年度
（中間）

省エネ・代エネ技術の普
及
ＣＤＭ／ＪＩ化によるCO2
クレジットの取得

エネルギー・環境
技術本部国際事
業統括室

［○有効性］

技
術
開
発
／
実
証

太陽光発電システム等国際共同実証開発 交付金

我が国では得難い自然及び社会条件等を
有する海外のフィールドを活用して実証研
究を行い、多様な利用形態等に適応する太
陽光発電等の新エネルギー利用システムの
実用化を推進する。

太陽光発電の分散電源集中連
系時の実証研究及び太陽光発電
等における気象変動による影響を
はあくするための実証研究　等

①系統連系時の電力品質への影響
等のデータ取得等
②蓄電池容量低減に伴うコスト削減
に係るデータ取得等
③太陽光発電等システムの設計支
援ツールに対するユーザーの評価
等

８.３億円
８２．９億円

(H4-20)

［○有効性］
「系統連系技術要件ガイドライン（経済産業省策定）」及

び「分散型電源系統連系技術指針（日本電気協会策定）」
の形成に寄与するもので、太陽光発電等の導入に際して
課題となっている電力系統に過度に負担をかけないシス
テムの構築に資する事業である。
［○効率性］

19年度に実施した中間評価を踏まえ、相互の研究テー
マを全体的に統括するプロジェクトリーダーを配する等、
事業の効率化を図った。

［継続実施］
実証で得られたデータを元に、「保守・管理能力向上支

援事業」及び「設計支援ツール開発事業」といったソフト
事業に活用し、相乗効果が得られるようにする。

－
年度評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）
事後評価：外部評価

22年度
(事後)

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（H20.5）：新エネルギー
導入（原油換算2,036万
kL）

エネルギー・環境
技術本部国際事
業統括室

太陽光発電システム等高度化系統連系安
定化技術国際共同実証開発事業

交付金

アジア地域において、自然エネルギーによ
る発電設備を含むマイクログリッドについて
系統連系、自立運転時の実証・評価を行
い、日本における安定的なマイクログリッド
導入（系統連系技術の向上）に資する。

太陽光発電システム等と系統、
他電源との接続しての海外実証
研究

電力品質に関して、
①標準電圧（100V：101±6V）
②周波数（平均値で±0.1～0.3Hz）
③フリッカ（平均値で、△V10≦≦
0.32V
④高調波（総合3～5％）

７.９億円
２０．５億円
（H17-20）

［○必要性］
アジア地域における安定的なマイクログリッドの導入、系

統連系技術の向上が必要。
［○有効性］

我が国において広く太陽光発電等の系統を通じた安定
的な電力供給の実現に資するものとしてその実施の意義
は大きい。

［継続実施］
２１年度の評価にむけた成果の取りまとめの準備を進

める。
－

年度評価：内部評価
事後評価：外部評価

22年度
(事後)

■総合資源エネルギー
調査会需給部会「長期
エネルギー需給見通し」
（ H20.5 ） ： 太 陽 光 発電
（原油換算350万kL）

新エネルギ－技
術開発部

技
術
移
転

国際石炭利用対策事業 交付金

アジア・太平洋諸国において、我が国の成
熟したクリーン・コール・テクノロジー（ＣＣＴ）
の普及を促進するために、モデル事業等を
実施する。

ＣＣＴ普及のための可能性調
査、モデル事業、フォローアップ

①ＳＯx、ＮＯx、煤塵、廃棄物等の環
境改善効果、生産プロセスの生産効
率向上効果、ＣＣＴモデル事業の環
境改善効果。
②招聘研修事業・ＣＣＴ設備診断に
おける参加者の満足度。

１２.６億円
３１２億円
（H5-20）

［○必要性］
アジア・太平洋諸国においては、エネルギー需要（特に

石炭）が増大しており、環境･エネルギー供給の観点か
ら、ＣＣＴの普及は必要不可欠。

［事業の見直し（一部終了）］
アジア・太平洋地域の開発途上国のエネルギー政策動

向を注意しつつ、各国のニーズを踏まえた事業を継続す
る。なお、招聘研修事業・ＣＣＴ設備診断に関しては、平成
２１年度より、経産省において実施する。

②
年度評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）
中間評価：内部評価（外部専門家を活用）

24年度
（中間）

アジア太平洋諸国への
石炭モデル事業による
ＣＣＴ技術の普及

クリーンコール開
発推進部

２－６．石炭資源開発

民間企業が行う海外炭開発におけるイン
①石炭賦存の有無、把握した炭質、
埋蔵量等

［○必要性］
我が国は、世界最大の石炭輸入国であり、石炭需要量

の９９％以上、年間１９２百万トン（20年度実績）を海外か ［充実・強化］
■資源確保指針：開発

資
源
探
査

海外炭開発可能性調査 交付金

民
フラ調査や物理探査等の探鉱又は海外の
石炭資源開発に必要な調査に資する資金
の一部を補助することにより、石炭の安定・
適正供給確保に資する。

民間企業が行う海外炭開発調
査に対する補助

埋蔵量等
②開発移行件数
③開発に移行した炭鉱の生産量 ④
調査結果を基にした近隣地域での
開発件数

０.６億円
１４.６億円

（S52-H20）

らの輸入に依存しており、継続的に石炭資源の獲得を
図っていくことが必要。
［○効率性］

我が国の石炭輸入量の約６割を占めるオーストラリアで
１件、約２割を占めるインドネシアで２件の事業を実施する
など、優先度の高い案件を実施。

大規模炭鉱開発（数千トン）に係る調査等への対応や
ユーザーの利便性向上の観点から、経済産業省と調整
を図り、補助対象・補助の拡大、審査基準の見直し等の
制度見直しを実施。

①
年度評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）
中間評価：外部評価

24年度
(中間）

■資源確保指針：開発
調査等を積極的に活用
し、民間企業の資源開
発事業を後押し。

クリーンコール開
発推進部

海外地質構造調査 補助金

発展途上国等において相手国と共同で地
質構造調査等の基礎調査を実施することに
より海外における石炭資源開発を誘導す
る。

産炭国との石炭共同探査

①石炭賦存の有無、炭質、埋蔵量
②開発移行件数
③開発に移行した炭鉱からの石炭
生産量
④調査結果を基にした近隣地域で
の開発件数

５.８億円
１１１億円

（S57-H20）

［○効率性］
我が国への石炭輸出量の多い、あるいは、今後高品位

炭（無煙炭）の輸出が見込まれるインドネシア、ベトナム、
モンゴル及びマレーシアの４カ国における優先度の高い
案件を実施している。

［継続実施］
今後もアジア地域を中心として石炭需要の増加が見込

まれるため、引き続きプロジェクトを推進し、有望な炭鉱
開発を推進していく。

－
年度評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）
中間評価：外部評価

24年度
(中間）

■資源確保指針：開発
調査等を積極的に活用
し、民間企業の資源開
発事業を後押し。

クリーンコール開
発推進部

情
報
収
集

海外炭開発高度化等調査 補助金
海外石炭鉱業制度、手続きなどの基礎的

情報等を収集・分析し、民間企業へ提供し、
石炭の安定供給確保に資する。

海外石炭関連の情報の収集、提
供

①民間企業への情報提供数
②民間企業での当該事業成果の参
考度・活用度

１.１億円
１４.２億円
（H6-20）

［○効率性］
　調査テーマについては、石炭ユーザーやサプライヤー等
に対するヒアリング結果等、我が国の企業等のニーズを
優先することにより、最もタイムリーかつ有効性の高い
テーマを選定している。

［継続実施］
タイムリーかつ有用性が高いテーマを考慮するととも

に、調査内容を吟味して今後の調査内容を検討し、エネ
ルギー安定供給を図るためのよりニーズの合った調査に
つなげる。

－
年度評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）
中間評価：外部評価

24年度
(中間）

■資源確保指針：開発
調査等を積極的に活用
し、民間企業の資源開
発事業を後押し。

クリーンコール開
発推進部

人
材
育
成

産炭国石炭産業高度化事業（炭鉱技術海
外移転事業）

補助金
我が国の炭鉱技術を活用した技術移転を

進め、アジア地域の石炭需給安定と我が国
の石炭安定供給確保に資する。

海外の炭鉱技術者への研修、指
導等

①国内受入研修：受入人数２３０名
／年、受入期間７～１４週
②海外派遣指導：６０名程度を派遣
（指導員１名が３回程度）
③対象国の石炭生産能率を平成１３
年度比で約２倍に近づける。

３３.０億円
９９.９億円
（H14-20）

［○有効性］
海外産炭国との関係強化に大きく寄与しており、研修対

象炭坑の生産能率の向上や死傷率の低下等成果を得て
いる。
［○効率性］
　費用対効果を高める観点から、国内受入研修を縮小し、
海外派遣研修の拡大を図った。

［継続実施］
さらに費用対効果を高める観点から、国内受入研修を

縮小し、海外派遣研修を拡大していく。
－

年度評価：内部評価（ｱﾝｹｰﾄ結果を活用）
事後評価：外部評価

22年度
(事後)

■資源確保指針：開発
調査等を積極的に活用
し、民間企業の資源開
発事業を後押し。

クリーンコール開
発推進部

［○効率性］
費用対効果の向上を図るため によるクレジ ト取

査

ク
レ

３．クレジット取得関連業務

認証排出削減量等（京都メカニズムクレジッ
ト）取得事業

委託費

　京都議定書の第一約束期間（2008ｰ2012）
における我が国の温室効果ガス排出削減
目標を達成すべく、確実かつ費用対効果を
考慮して、京都メカニズムを活用したクレ
ジット取得を行う。

京都メカニズムを活用し、認証さ
れたクレジットを取得する。

第１約束期間（2008-12）中、総累計
約１億トンＣＯ２

４５.８億円
　　　　　　※
１,３４１億円

費用対効果の向上を図るため、ＧＩＳによるクレジット取
得やリスクの事前精査の徹底等の取組みを行っている。
［○有効性］

平成１８年度からの累計で第１約束期間における政府目
標である約１億トンの約９５％に相当する9,510.4万トンＣＯ
２の購入契約を締結しており、当該期間中の目標達成の
目処が付いた。

［継続実施］
クレジットを取り巻く状況変化等に応じ、経済産業省及

び環境省とも十分連携を取り、着実に実施していく。
－

年度評価：外部評価
中間評価：外部評価

22年度
(中間）

■京都議定書：第一約
束期間（2008ｰ2012）に
おける約束（ ▲６％削
減）達成

京都メカニズム事
業推進部

（注１）色分けについて
総括評価 評価方法

（橙）高い必要性・効率性・有効性が認められる事業 （橙）外部評価を実施
（黄）効率性・有効性ともに問題の無い事業 （黄）外部意見を加味した内部評価を実施
（緑）効率性に課題があるとされた事業 （緑）アンケート等を活用した内部評価を実施
（青）有効性に課題があるとされた事業 （白）上記以外の方法で内部評価を実施
（赤）必要性について言及された事業

(注２）「今後の改善」中の「改善の実施方法」について、①については、ＮＥＤＯの自主的な取り組みによるものを示し、②については、ＮＥＤＯに対する補助金等の交付元である経済産業省等と連携して取り組むものを示す。

今後の改善
（橙）事業の一部を充実・強化
（黄）事業を継続実施
（青）事業を見直し・終了

レ
ジ
ッ
ト
取
得


